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株式会社アクトプロとの業務提携に関するお知らせ 

 

当社の連結子会社 DDインベストメント株式会社（代表取締役：松田 元、以下「DDI社」）

は、平成 28年 11月 4日、株式会社アクトプロ（代表取締役：新谷 学、以下「アクトプロ

社」）との間で、包括的業務提携を行うことで合意に達し、調印致しましたのでお知らせい

たします。 

記  

 

１．業務提携の理由 

この度のアクトプロ社との業務提携は、DDI 社が最も力を入れている分野の一つである、

地方創生事業の拡大推進を目的としております。アクトプロ社が展開する外貨両替機を、

DDI社を通じて、国内地方に点在する観光地に設置することで外国人旅行者の利便性を図り 

外国人旅行者がストレスなく、スムーズにショッピングや支払いを行う事が出来ます。 

また、DDI社と業務提携を行なっているオディゴ社において、当該両替事業との連携性を

模索することも踏まえ、実証実験を通じ、アクトプロ社との本格的な業務提携を行って参り

ます。 

当事業は、国内に眠る観光資源の発掘にもつながるため、地方への貢献性が高い事業とな

ります。デジタルデザイングループ一丸となって地方創生のお役に立つことを目的として

おります。 

 

２．業務提携の内容 

アクトプロ社が展開する外貨両替機を、DDI社を通じて、国内地方の観光地に設置を進め

ます。地方観光地にて、外国人旅行者がストレスなく、スムーズにショッピングや支払いが

出来るようにすると共に、DDI社と業務提携を行なっているオディゴ社とも連携して、国内

地方自治体および地方観光地の繁栄を目指します。 

この共同事業を通して、親会社であるデジタルデザイン社の持つデジタルコンテンツと

の連携による収益拡大も計画しております。 

 

 

 



３．当社連結の子会社の概要（平成 28年 1月 31日現在） 

① 名     称  ＤＤインベストメント株式会社 

② 代表者の役職・氏名  代表取締役  松田 元 

③  所  在  地  大阪府大阪市北区西天満 4-11-22 

④ 設 立 年 月 日 平成 18 年 9 月 15 日 

⑤ 資  本  金  3,000 万円 

⑥ 事 業 内 容  地方創生事業および有価証券市場調査 

⑦ 大株主及び持分比率 株式会社デジタルデザイン ： 100% 

 

４．業務提携先の概要（平成 27年 12月 31日現在） 

① 名      称 株式会社アクトプロ 

② 本 店 所 在 地 東京都千代田区神田鍛冶町 3-6-7 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 新谷 学 

④ 事 業 内 容 SMART EXCHANGE(外貨両替機)事業 

コスト最適化事業および出退店サポート事業 

⑤ 資 本 金 の 額 3,000 万円 

⑥ 設 立 年 月 日 平成 22 年 1 月 

⑦ 大株主及び持株比率 新谷 学 ： 99.84% 

⑧ 

 

 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません 

⑨ 最近 3 年間の財政状態及び経営成績 

 2013 年 12 月期 2014 年 12 月期 2015 年 12 月期 

純資産 50,052 千円  72,951 千円 121,184 千円 

総資産 78,316 千円 120,020 千円 418,153 千円 

1 株当たり純資産 83,419 円 121,584 円 24,236 円 

売上高 297,438 千円 376,254 千円 702,975 千円 

営業利益 16,369 千円 34,142 千円 68,229 千円 

経常利益 16,377 千円 36,873 千円 71,330 千円 

当期純利益 11,275 千円 22,899 千円 48,233 千円 

1 株当たり当期純利益 18,791 円 38,165 円 9,646 円 

1 株当たり配当金 －円 －円 －円 

 

 

 

 



５．日程 

  （１）提携に関する社内決議日： 平成 28年 11月 3日  

（２）業務提携契約の調印日 ： 平成 28年 11月 4日 

  （３）業務開始日      ： 平成 28年 11月 

 

６．今後の見通し 

 本件による当期（平成 29年１月期）業績への影響については軽微と見込んでおります 

が、開示の必要が生じた場合には速やかに開示いたします。 

                                   以 上 


